事務連絡
令和７年３月27日
業務継続計画未策定の訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）福祉用具貸与事業所管理者　様

静岡県健康福祉部福祉長寿局福祉指導課長

令和６年度介護報酬改定における「業務継続計画策定の有無」が減算型となる対象サービス事業所の体制届の提出について
本県福祉行政の推進につきましては、格別の御協力をいただき厚くお礼申し上げます。

さて、令和７年２月３日付厚生労働省事務連絡にて、「介護給付費算定の届出等に係る留意事項について」が示されました。

業務継続計画については「別添１　令和7年4月施行の訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）福祉用具貸与」が対象で、業務継続計画が未策定等の場合、令和7年４月７日（月）までに、県へ「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」及び別添２のように「１：減算型」にチェックした、「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」を提出してください。

【参考】

○　業務継続計画未策定減算について  　

　　感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、かつ、当該

業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合に減算の対象となります。

	業務継続計画策定　　　　　無→
	■　1:減算型  　□  2:基準型  


※県への届出については、以下のHPからご確認ください。

県HP「令和6年度介護報酬改定に伴う介護給付費算定に係る体制等に関する届出について」 

https://www.pref.shizuoka.jp/kenkofukushi/koreifukushi/fukushijigyoshashido/1002966/1062343.html
担当　介護指導第１班　電話　054-221-2409

介護指導第２班　電話　054-221-3256
